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１．はじめに：中国の経済と国防の一体化戦略 
 

中国の経済と国防の一体化戦略は、中国の経済的、軍事的な発展における重要な要素の一
つとして位置づけられている。これは、中国が自らを世界的な経済大国として発展させると
同時に軍事的な力を強化して国際的な影響力を拡大しようとする戦略的アプローチである i。 

 
中国は国防と産業を緊密に統合することで、軍事技術や軍事能力の向上を図ってきてい

る。これは、軍事技術の民間転用（軍転民）や民生技術の軍事利用、軍事産業と民間企業の
協力や参加 （民参軍）などの 「軍民融合」を通じて実現される。たとえば、中国の航空宇宙
産業や通信技術産業は、軍事目的にも活用されており、国有企業および非国有企業との協力
を通じて技術の革新や競争力の向上が図られている。 

 
2000 年代後半から進められてきた「軍民融合」に関する発展戦略は 2015 年 3 月に国家

戦略に引き上げられ、さらに 2017 年 10 月に開催された中国共産党第 19 期全国代表大会
（19 大）において、習近平総書記が、経済発展と軍事強国化を同時に実現していく方法と
して「軍民融合」を基にした 「軍民の一体化した国家戦略システムと能力」の構築に言及し
た。 

 
しかし、2018 年末以降、米中対立などを背景に 「軍民融合」が表立って語られなくなり、

2022 年 10 月の 20 大でも直接的な言及がなされなかった。ただし、党規約では「軍民融合
発展戦略」がなお国家戦略の一つとして明記されており、「軍民融合」が中国の経済成長戦
略と国防戦略を説明する上で重要な概念であることは変わっていない。 

 
現在、中国では、このような経済と国防の一体化戦略である「軍民融合発展戦略」の下で

さまざまな取り組みが進められている。特に習近平政権下の中国における 「軍民融合発展戦
略」で特徴的なのは、地方における経済と国防を一体化した政策である。 

 
たとえば、2023 年 5 月 10 日には、内モンゴル自治区包頭市で、一体化した能力建設およ

び先進技術成果の転化の促進を加速するためのビジネスマッチング会が「新技術の統合と
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新産業の活性化」をテーマに開催されている。このビジネスマッチング会は、国防科学技術
産業と地域経済の質の高い発展を支援することを目的としている。 

 
地方での「軍民融合」を意識したイベントが開催される背景には、軍事ガバナンスを強化

し、経済建設と国防建設とを同時に発展させるためには、軍と地方との「融合」が重要であ
ると習近平指導部が認識していることがある。実際、習近平は、以前から「経済建設を中心
として堅持することは、国防建設のプロセスを遅らせることができるという意味ではない」、
「強力な国防がなければ、平和な国際環境と安定した国内環境がなければ、経済建設を順調
に進めることはできない」と述べてきた ii。 

 
そのため、中国は、「軍民融合発展戦略」の一つとして、地方におけるさまざまな先進技

術の成果を軍事転用（スピンオン）して軍の質の高い発展を促進し、軍事技術を民生用途に
利用（スピンオフ）することで地方の経済発展につなげていくことを模索している。 

 
このように、習近平政権下の中国では、経済と国防を一体化し、国家の資源を軍事目的に

動員する「軍国主義的国際秩序」の構築や、国防教育を強化することによる「危機の社会化」
を進め、ハロルド・ラズウェル（Harold D. Lasswell）が定義するところの「兵営国家」化
を行うことで、国防・安全保障への増分を正当化している。 

 
しかし、中国が経済と国防の一体化戦略を推進するには、軍民の情報の非対称性をはじめ、

さまざまな障壁が存在する。中国は、そうした障壁を克服するために「軍民融合発展戦略」
に改良を加え続けている。こうした取り組みが経済と国防の建設にどのように結びつき、ど
の程度成功しているかを把握し、評価していく必要がある。 

 
 
２．中国のエコノミック・ステイトクラフト 
 

一方、中国はエコノミック・ステイトクラフト （ES）の手法を通じて、経済的手段を用い
た国家の戦略的目標の達成を試みている。ES とは、政府が産業政策や貿易政策、通貨政策
などの手段を使って経済を誘導することを意味する。中国政府は、国内の産業の育成や技術
の獲得を通じて経済成長を促進し、国際的な競争力を高めることに焦点を当てている。 

 
中国は、経済的手段を用いることで他国への影響力を行使しようとしている。中国が他国

に行使する ES は、友好的なものと敵対的なものがある iii。特に近年、米国をはじめとする
諸外国によって対中規制や制裁が加えられるようになると、中国はそれに対抗する ES を行
うために、自らのナラティブを変更し、国内法の整備を進め、既存の国際法秩序の変更をも
試みている。習近平指導部は、こうしたナラティブの変更と法制度を用いた対抗を「渉外法
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律闘争」として位置づけている。 
 
中国は ES を遂行するための国内法整備の一つとして、2020 年 10 月 17 日に「輸出管理

法」を制定している。「輸出管理法」は、中国の輸出管理の分野で最初の特別法であり、管
理政策、管理リストと管理措置、監督管理、法的責任、および附則の全 5 章 49 条からなっ
ている。また、同法は、規制品リストの整備や特定品目の輸出禁止に係るエンティティ・リ
ストの導入、みなし輸出、再輸出規制導入、域外適用の原則、報復措置などを規定している。 

 
中国は、こうした「輸出管理法」によって国内法の域外適用を模索する一方で、2021 年

1 月 9 日には商務部が「外国と法律および措置の不当な域外適用を阻止する弁法」を公表、
同日に施行し、中国政府が「不当な域外適用」と見なした場合、その当事者に対して損害賠
償を請求できると規定している。また、2021 年 4 月 26 日には、国家安全部が「反間諜（ス
パイ）安全防範工作規定」を制定し、技術や情報、知的財産権の保護を強化している。さら
に、2021 年 6 月 10 日には、「中華人民共和国反外国制裁法」が成立、同日施行され、中国
の主張する権益を擁護・保護することを名目に、国内法に基づき他国に対して報復・対抗措
置を講じることを可能にした。 

 
このように、中国は、自国の国内法制度を整備し、「渉外法律闘争」という位置づけで ES

を遂行しようとしているが、加えて諸外国経済の対中依存度を高めることで中国への脆弱性
を高めるというかたちでの ES も展開している。たとえば、中国は、アジアインフラ投資銀
行をはじめとする新たな金融機関を設立し、また外国直接投資（FDI）を積極的に展開して
おり、国際金融における存在感を高めている。そのため、中国マネーの主な受け手となって
いる新興国・発展途上国は中国経済に大きく依存するようになっており、国際場裏における
中国の行動に対して同調的な態度を示さざるを得なくなっている。 

 
このように中国は、諸外国の対中依存度を高める戦略を採用することで ES を遂行する能

力を高めようとしているが、一方で他国から中国に仕掛けられる ES の被害を最小限に止め
るため、経済の「自力更生」をかかげて他国への経済依存度を抑える戦略を描いている。た
とえば、中国は、自国の企業に対する減税や融資、補助金などを拡大し、産業チェーンを強
化することなどを目的とした経済政策を矢継ぎ早に打ち出し、経済の国内循環を主体とす
る経済発展戦略である「双循環」をかかげている。また、第 1 節で論じたように、経済と国
防の一体化戦略を中国の経済・国防建設の最重要概念の一つとして位置づけ、補助金や税制
優遇政策で民間企業や地方政府を支援することで生み出されたイノベーションを主体とし
た経済成長モデルを実現することによって、国防上重要な技術を諸外国から中国への ES の
材料にさせないようにし、また軍民融合技術で中国が国際的な優位を保ち続けることで中
国から諸外国への ES の材料の一つにしようとしている。 
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３．ES と「一帯一路」構想 
 

中国の経済と国防の一体化戦略は「一帯一路」構想 （BRI ：The Belt and Road Initiative）
とも結びついている iv。「一帯一路」構想は、インフラ整備や貿易の促進を通じて中国の影
響力を拡大し、戦略的な利益を確保することを目指している。その意味では、「一帯一路」
構想は他国に対する友好的な ES であり、それを通じて国際社会での影響力を拡大し、地域
および国際的な経済的結びつきを促進するための戦略的なアプローチである v。 

 
また、中国はこの構想を通じて国防と産業を統合し、海洋進出や軍事基地の拡充などの戦

略的目標を実現しようとしている。ダニエル・R・ラッセルとブレイク・バーガーは、 「『兵
器化』する一帯一路」と題する論考の中で、中国は「一帯一路」構想が経済開発を主眼とし
た平和的で他国を傷つける意図のない「ウィンウィン」の構想であると主張しているものの、
周到に準備された軍事戦略面での機能性が深く埋め込まれているのは明らかであり、BRI プ
ラットフォームを中心に据えたネットワークの強化を図ることで人民解放軍の戦力投射を
直接支援する意図があると指摘している vi。 

 
特に近年、中国は、東シナ海や南シナ海といった領土的野心のある地域だけでなく、中国

商船が使用するシーレーンの要衝や中国経済を支えるエネルギー・資源の補給地など、より
広範な海外権益を有するようになっており、それらの海外権益を保護するために人民解放軍
の活動範囲が急拡大している。そして、この海外権益と人民解放軍に求められる役割は、「一
帯一路」構想によってさらに拡大している。たとえば、「一帯一路」構想の一部である中国
＝パキスタン経済回廊（CPEC）では、「一帯一路」構想関連の施設に対するテロ攻撃が頻発
しており、現地に駐在する中国人が危険にさらされている。また、欧州と中国を往復する貨
物や中東で購入した石油などの資源を運ぶタンカーがソマリア沖の海賊の脅威にさらされ
ている。 

 
さらには、兵站・後方支援（logistics）の側面でも、効率的かつ安定的な輸送システムと

ネットワークを構築することも企図されている。このように、人民解放軍の役割は、BRI で
中国企業や中国人の活動範囲が広がるにつれて、それを保護する役割が拡大しており、BRI
が軍事面と密接に関わるようになっている。そのため、一部のプロジェクトは、軍事的な側
面も持っている。BRI のなかで中国マネーが用いられて整備された民生用途の港湾設備など
のインフラが「軍民融合」のかたちで人民解放軍の遠方への戦力投射基地や戦略的な拠点と
しての性格を有するようになっている。 

 
中国は BRI を純粋に経済的な目的で進めていると主張しており、軍事的な側面を強調す

ることは避けているが、実際にはパキスタンやタイ、UAE などの BRI 沿線国に対して経済
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協力のみならず、軍事協力や武器輸出をも進めていることも、中国の経済と国防の一体化戦
略に基づくものと見ることができよう。 

 
 また、シュエ・ゴン（Xue Gong）は、中国の「一帯一路」構想のみならず日米などによ
る 「自由で開かれた太平洋」構想を東南アジア地域における ES として捉えている vii。ここ
では、「一帯一路」構想と「自由で開かれた太平洋」構想が「包摂性」を標榜しつつ、ライ
バル関係にあり、まさに「トゥキュディデスの罠」状況に陥りつつあることが指摘されてい
る。一方、中国は敵対的な ES として、経済的な圧力をかけて他国に政治的な妥協をさせた
り、経済的な報復を行って他国の行動を変えたりすることを試みている。ただし、その成功
は中国に対する経済的な依存度をはじめとする状況に依存するとみられている viii。 
 

こうした中国の経済と国防の一体化戦略は、中国の国際的な経済的・軍事的な地位を強化
し、国家の安全保障や戦略的利益を確保するための重要な手段として位置づけられている。
習近平が 2020 年 4 月 10 日に中央財経委員会第 7 回会議で「設備などの分野で産業の質を
高め、国際的な産業チェーンを我が国（中国）に依存させることは、人為的に供給を遮断す
ることへの強力な対策と抑止力を形成する」と述べたように、中国は 「一体化した国家戦略
システムと能力」の構築を進めながら、今後も ES の手法を用いるとともに、武力をも用い
て自らの主権主張や「権益擁護」のために強制力を行使しようとするだろう ix。 
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